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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月 平成27年６月 平成28年６月

売上高 (百万円) 38,551 36,671 46,228 41,177 44,946

経常利益 (百万円) 368 533 2,429 1,551 1,334

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(百万円) 364 △356 2,008 883 849

包括利益 (百万円) 648 627 1,857 2,022 △954

純資産額 (百万円) 17,766 18,280 19,679 21,509 20,386

総資産額 (百万円) 25,368 26,654 31,020 29,894 29,648

１株当たり純資産額 (円) 1,312.36 1,361.53 1,533.08 1,678.31 1,588.87

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)金額

(円) 27.18 △26.64 155.27 69.02 66.39

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.3 67.6 63.2 71.8 68.6

自己資本利益率 (％) 2.1 ― 10.7 4.3 4.1

株価収益率 (倍) 12.14 ― 4.89 9.21 9.34

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,602 810 △253 319 2,621

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △296 △239 △113 △309 △101

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 932 △1,132 1,763 △1,690 △667

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,119 4,794 6,228 4,824 6,323

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
576 447 460 479 489
(111) (108) (111) (109) (103)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第37期、第39期、第40期及び第41期については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額を記載しておりません。第38期は１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率及び株価収益率を記載しておりません。

３　第38期より、表示方法の変更を行ったため、第37期については表示方法の変更を反映した組替え後の数値を

記載しております。

４　当社は第40期より「株式付与ESOP信託」を導入しており、これに伴い、株主資本において、自己株式として

計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式数に含めております。

５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」、「当期純損失」を「親会社株主に帰属する当

期純損失」としております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月 平成27年６月 平成28年６月

売上高 (百万円) 38,429 35,095 44,196 39,739 42,733

経常利益 (百万円) 238 261 2,048 1,596 1,189

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 303 △457 1,744 1,019 792

資本金 (百万円) 3,588 3,588 3,588 3,588 3,588

発行済株式総数 (株) 14,839,349 14,839,349 14,839,349 14,839,349 14,839,349

純資産額 (百万円) 16,721 16,741 18,020 19,620 18,906

総資産額 (百万円) 23,856 23,987 27,974 26,944 26,709

１株当たり純資産額 (円) 1,247.92 1,264.93 1,408.52 1,533.61 1,477.80

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5.00 ― 15.00 13.00 15.00
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)金額

(円) 22.62 △34.20 134.87 79.69 61.95

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.1 69.8 64.4 72.8 70.8

自己資本利益率 (％) 1.8 ― 10.0 5.4 4.1

株価収益率 (倍) 14.59 ― 5.64 7.98 10.01

配当性向 (％) 22.1 ― 11.1 16.3 24.21

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
541 406 417 435 449
(111) (106) (109) (107) (101)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第37期、第39期、第40期及び第41期については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額を記載しておりません。第38期は１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向を記載しており

ません。

３　第38期より、表示方法の変更を行ったため、第37期については表示方法の変更を反映した組替え後の数値を

記載しております。

４　当社は第40期より「株式付与ESOP信託」を導入しており、これに伴い、株主資本において、自己株式として

計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式数に含めております。

５　平成28年６月期の１株当たり配当額には、40周年記念配当５円を含んでおります。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

昭和51年１月

 

石川県金沢市(高岡町)に、株式会社アイ・オー・データ機器を設立、コンピュータ周辺機器の開

発、販売開始。

昭和52年５月 マイクロコンピュータを応用したシステム開発に着手。

昭和54年12月 カラー画像自動読取装置を開発、販売開始。

昭和55年４月 シャープ製MZシリーズパソコン用周辺ボードを開発、パソコン周辺機器分野へ参入。

昭和58年８月 パソコン周辺機器増産のため、駅西工場(石川県金沢市)を設置。

　　同　　月 日本電気製PC-9800シリーズパソコン用周辺機器分野へ参入。

昭和59年１月 販売体制確立のため、東京都千代田区に東京営業所を開設。

昭和62年７月 パソコン通信のホスト局「IOS-NET」を開局、一般第二種電気通信事業の届出。

平成２年２月

 

西日本の販売体制強化のため、大阪府大阪市淀川区に大阪営業所(現大阪府大阪市中央区)を開

設。

平成３年３月 石川県金沢市(桜田町)に、本社・工場を新設、移転。

　　同　　月 株式を社団法人日本証券業協会の店頭売買銘柄として登録。

平成５年３月

 

情報収集、販売、購買の拠点として、米国カリフォルニア州サンホゼ市にサンホゼ米国事務所を

開設。(平成13年７月閉鎖)

平成５年７月 クリエイティブ・メディア株式会社(現関連会社)を設立。

平成６年４月 西日本の販売体制強化のため、福岡県福岡市博多区に福岡営業所を開設。

平成６年５月 ユーザサービス及び販売促進のため、東京都千代田区に秋葉原ショウルームを開設。(平成11年

５月I・OプラザAKIBAに名称変更。(平成18年７月閉鎖))

平成７年４月 西日本の販売体制強化のため、愛知県名古屋市中区に名古屋営業所を開設。

平成７年11月 東日本の販売体制強化のため、北海道札幌市北区に札幌営業所を開設。

平成８年１月 國際艾歐資訊股份有限公司(現連結子会社)を設立。

平成８年２月 株式会社アイ・オー・ネットを設立。(平成14年12月清算結了)

平成８年５月 業容の拡大に対応のため、石川県金沢市(桜田町)に、本社第２ビルを新設。

平成10年３月 東日本の販売体制強化のため、宮城県仙台市宮城野区に仙台営業所を開設。

平成10年11月 東日本の販売体制強化のため、神奈川県横浜市港北区に横浜営業所を開設。(平成21年６月閉鎖)

　　同　　月 I-O＆YT Pte. Ltd.(現関連会社)へ出資。

平成11年４月 西日本の販売体制強化のため、広島県広島市中区に広島営業所を開設。

平成13年３月 TAXAN I-O DATA USA, INC.を設立。(平成13年７月I-O DATA DEVICE USA, INC.へ社名変更)

平成13年12月

 

國際艾歐資訊股份有限公司とI-O＆YT Pte. Ltd.が、艾歐資訊横山(香港)有限公司(現連結子会

社)を設立。

平成16年７月 艾欧北菱横山(上海)貿易有限公司を設立。(平成21年11月清算結了)

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年５月 欧州駐在員事務所をドイツ連邦共和国ベルリン市に開設。(平成19年３月閉鎖)

平成17年７月 執行役員制度を導入。

平成18年３月 東京営業所を閉鎖し、秋葉原UDXに東京オフィスを新設、移転。

平成19年４月 I-O DATA DEVICE USA, INC.の清算開始。

平成20年１月 I-O DATA America, INC.(現連結子会社)を設立。

平成20年２月 I-O＆YT Pte. Ltd.は増資により関連会社へ変更。

平成22年４月

 

株式会社ジャスダック証券取引所と株式会社大阪証券取引所の合併に伴い、株式会社大阪証券取

引所JASDAQ市場に上場。

平成22年６月 株式会社デジオンの株式を追加取得し、関連会社とする。

平成22年10月

 

株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所JASDAQ市場及び同取引所NEO市場の各市場の

統合に伴い、株式会社大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)に株式を上場。

平成24年３月 ITGマーケティング株式会社(現連結子会社)を設立。
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年月 概要

平成25年７月 東京オフィスを東京都千代田区神田に移転。

　　同　　月 株式会社大阪証券取引所と株式会社東京証券取引所の現物市場の統合に伴い、株式会社東京証券

取引所JASDAQ(スタンダード)に株式を上場。

平成26年１月 艾歐資訊横山(香港)有限公司(現連結子会社)を完全子会社化。

平成26年７月 艾歐資訊横山(香港)有限公司(現連結子会社)を艾歐資訊香港有限公司に社名変更。

平成27年８月 株式会社東京証券取引所市場第二部に市場変更。

平成28年２月 株式会社東京証券取引所市場第一部に市場変更。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、連結子会社４社及び関連会社３社で構成され、デジタル家電周

辺機器の製造販売を主な事業内容としております。

　当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　デジタル家電周辺機器は、当社が製造販売するほか、連結子会社國際艾歐資訊股份有限公司、艾歐資訊香港有限公

司、ITGマーケティング株式会社及び関連会社I-O & YT Pte. Ltd.を通じても販売しております。

　原材料の一部については、連結子会社國際艾歐資訊股份有限公司、艾歐資訊香港有限公司、関連会社I-O & YT

Pte. Ltd.及び株式会社デジオンより仕入れており、商品の一部については、連結子会社國際艾歐資訊股份有限公

司、ITGマーケティング株式会社及び関連会社クリエイティブ・メディア株式会社より仕入れております。

　

　

(注) １　＊は持分法適用会社です。

２　連結子会社であるI-O DATA America,Inc.は情報収集を主としており、実質的な営業活動を行っていないた

め記載を省略しております。

３　当社グループの事業はデジタル家電周辺機器の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別

の記載は行っておりません。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

國際艾歐資訊股份有限公司
　　　　　　　　　　　(注)２

台湾省台北市
50,000

千台湾ドル

デジタル家電
周辺機器の製
造・販売

100.00

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…３名

なお、当社より債務の保

証を受けております。

(連結子会社)      

艾歐資訊香港有限公司
中華人民共和国
香港特別行政区

2,550

千香港ドル

デジタル家電
周辺機器の製
造・販売

 
100.00

 

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…１名

(連結子会社)      

I-O DATA America,Inc. 米国カリフォルニア州
100

千米ドル

情報収集
 

100.00
役員の兼任…１名

 

(連結子会社)      

ITGマーケティング㈱ 東京都港区 81
デジタル家電
周辺機器の販
売

61.11

商品の購入をしておりま

す。

役員の兼任…２名

(持分法適用関連会社)      

I-O & YT Pte. Ltd. シンガポール国

1,585

千シンガ

ポールドル

デジタル家電
周辺機器の製
造・販売

43.33

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…１名

(持分法適用関連会社)      

株式会社デジオン 福岡県福岡市早良区 713

コンピュータ
のソフトウェ
アの開発・販
売

34.00
原材料の購入をしており

ます。

(持分法適用関連会社)      

クリエイティブ・メディア株式会社 東京都千代田区 499
デジタル家電
周辺機器の販
売

30.00

商品の購入をしておりま

す。

役員の兼任…１名
 

(注) １　上記の関係会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

２　特定子会社に該当しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成28年６月30日現在

従業員数(名) 489 (103)
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。なお、当社グループは単一セグメントであり、また、事業部門等による区

分が困難であるため、連結会社総人員を記載しております。

２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成28年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

449 (101) 39.2 13.0 4,901
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。なお、当社は単一セグメントであり、また、事業部門等による区分が困難

であるため、提出会社総人員を記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

(3) 労働組合の状況

現在労働組合はありませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、

「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

(１) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益は総じて高い水準を保ち、雇用情勢等には改善が見られました

が、個人消費は勢いに欠く状況が続き、新興国の景気減速や資源安、年明け以降の円高・株安の進行により、先行

きの不透明感は強まりました。

 当社グループに関係するパソコンや家電、スマートデバイス等のデジタル機器の市場では、パソコンやTV関連分

野の不振が続く中、比較的堅調にあったスマートデバイスも普及一巡により成長の頭打ちが見えてきました。

　このような状況の下、当社グループは、多様化するデジタルライフ、高度化するビジネスシーンを支え得る魅力

的な商品・サービスの拡充を加速し、より細かな更新需要の取り込みと新市場の創造に努め、デジタル機器本体の

出荷動向に左右されにくい収益体質作りを進めてきました。

 売上高については、パソコンやTV関連分野の不振をスマートデバイス向けの新提案や液晶モニターのシェアアッ

プ、近年増強を進めてきた自社のラインナップを補完するグローバルブランド商品の販売増により、449億46百万円

（前期比9.2%増）となりました。利益面につきましては、増収により売上総利益は増加しましたが、変動費や新市

場開拓に係る費用等も増加したため、営業利益は前連結会計年度並の11億49百万円（前期比0.7%増）となりまし

た。以下、前連結会計年度との比較において為替差益が減少したことにより、経常利益は13億34百万円（前期比

14.0%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は８億49百万円（前期比3.8%減）となりました。

 

　　　当連結会計年度の営業の概況を品目別に説明いたします。

　

[メモリ]

メモリ部門の売上高は24億95百万円（前期比13.4%減）となりました。

　前連結会計年度との比較において、メモリカードやUSBメモリ等のフラッシュメモリ、メモリモジュールともに、

販売台数の落ち込みは軽微ながら半導体市況の下落により、売上高は前連結会計年度の実績を下回る結果となりま

した。

　

[ストレージ]

主力のハードディスクは、パソコンやTV関連分野の不振等から伸び悩みました。また、光ディスクドライブは、

音楽CDを直接スマートフォンやタブレットに取り込むことができる「CDレコ」、DVDビデオを直接スマートデバイス

で視聴することができる「DVDミレル」の販売に一服感が出始め、この新市場の更なる拡大には、次なる一手が待た

れる状況になりました。

 以上の結果、ストレージ部門の売上高は126億69百万円（前期比2.5%減）となりました。

　

[液晶]

マーケットシェア首位をより強固にすべく、従来弱かったラインナップや販路の強化に努めました。また、超解

像技術を搭載した「GigaCrysta（ギガクリスタ）シリーズ」の上位モデル、４K対応モニターに40型大画面モデル等

の先進モデルを拡充しました。サービス面も強化し、信頼の品質と実績の証として保証期間を３年から５年に延長

しました。

 以上の結果、液晶部門の売上高は102億95百万円（前期比13.1%増）となりました。

　

[周辺機器]

無線LANやNAS等のネットワーク分野は、スイッチングハブ等の有線LAN関連機器の減収と、個人モデルの不振から

NASも僅かに前連結会計年度の実績を割り込み減収となりました。地デジチューナーを中心にした映像関連分野は、

自宅で受信したTV放送や録画番組を場所・視聴機器に縛られることなく自由に楽しむことができる新世代TVチュー

ナー「REC-ON（HVTR-BCTX3）」「テレキング（GV-NTX1・2）」の発売により、テレビやスマートデバイス向けは増

収となりましたが、パソコン増設モデルの不振が響き減収となりました。

　以上の結果、周辺機器部門の売上高は72億27百万円（前期比7.0%減）となりました。

　当部門の新たな取り組みとして、ハイレゾ音源を楽しむネットワークオーディオの普及に合わせて、音質にこだ

わるユーザーのための新ブランド「fidata（フィダータ）」を立ち上げ、ネットワークオーディオサーバー２機種

を発売しました。
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[特注製品]

デジタル家電関連や通信事業者向けのOEMや特注製品の販売を主とする当部門は、顧客の市場動向を鑑み、営業の

軸足を従来のOEM主体から新規事業開発に移した影響から、売上高は６億21百万円（前期比58.1%減）となりまし

た。

　

[商品およびその他]

自社のラインナップを補完する他社ブランド商品の販売を主とする当部門では、主力のサムスン電子製SSDの販売

が伸張した他、競合２社-４ブランドが撤退した影響からVerbatim®（バーベイタム）の光ディスクメディアの販売

が急増しました。また、当連結会計年度に入り販売を本格化したWD製ハードディスク関連商品の売上も寄与し、売

上高は116億37百万円（前期比67.5%増）となりました。

　

　

(２)キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べて14億99百

万円増加し、63億23百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は26億21百万円(前連結会計年度は３億19百万円の獲得)となりました。これは、税

金等調整前当期純利益13億34百万円の計上、たな卸資産の減少６億82百万円、仕入債務の増加８億45百万円による

資金増加等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億１百万円(前連結会計年度は３億９百万円の使用)となりました。これは、有

形及び無形固定資産の取得による支出１億61百万円による資金減少と、関係会社株式の売却による収入69百万円に

よる資金増加等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は６億67百万円(前連結会計年度は16億90百万円の使用)となりました。これは、短

期借入金返済による支出５億円と、配当金の支払による支出１億67百万円等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業はデジタル家電周辺機器の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記

載を行っておりません。

　以下は、品目別の状況を記載しております。

 

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

 

品目

当連結会計年度
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

金額(百万円) 前連結会計年度比(％)

メモリ 1,873 △12.1

ストレージ 10,899 △1.1

液晶 7,797 10.3

周辺機器 5,586 △9.3

特注製品 307 △72.4

その他 267 51.0

合計 26,730 △3.4
 

(注)　上記の金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当社グループ製品の大部分は見込み生産による量産製品でありますが、ユーザーの仕様に基づいた受注生産によ

る特注製品の開発も一部行っておりますので、以下に特注製品の受注状況を記載しております。

 

項目

当連結会計年度
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

受注高(百万円)
前連結会計年度比

(％)
受注残高(百万円)

前連結会計年度比
(％)

特注製品 619 △55.3 114 △1.6
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

 

品目

当連結会計年度
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

金額(百万円) 前連結会計年度比(％)

メモリ 2,495 △13.4

ストレージ 12,669 △2.5

液晶 10,295 13.1

周辺機器 7,227 △7.0

特注製品 621 △58.1

商品およびその他 11,637 67.5

合計 44,946 9.2
 

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

 

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

ダイワボウ情報
システム㈱

11,014 26.7 12,169 27.1

㈱ヤマダ電機 5,876 14.3 4,911 10.9
 

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

当社グループは、変化の激しい経営環境の下、旧来からの基幹事業であるパソコン関連を中心にした基本的な周辺

機器分野の事業効率を徹底的に高め収益基盤を安定化するとともに、過去蓄積してきた技術とパートナーシップ網を

活かして、以下の項目を重点課題とし、総力を挙げ取り組んでまいります。また、絶えず革新に取り組み、独自のク

ラウドサービス開発に加え、パートナー企業のプラットフォームやインターネットサービスとの連携・融合を積極的

に図り、システムとしての価値創造も目指してまいります。

 

(1) 基幹事業の競争力強化

・技術革新への迅速な対応と魅力ある商品・サービスの開発

・品質管理体制の強化と徹底したコスト低減の両立

・市場の変化に機敏に対応する生産・在庫管理の強化

・顧客基盤の維持拡大

(2) 法人ソリューション事業の開拓

・顧客ニーズにフィットする商品・サービスの開発

・顧客に密着した営業・サービス体制の拡充

・高信頼性の追求

(3) スマートデバイス、デジタル家電事業の育成

・多様化、高度化する市場ニーズ、技術に対応する商品・サービスの開発

・デバイスメーカー、放送、通信など多岐に亘るプレーヤーとのパートナーシップの強化

・家電・デバイス、インターネットサービスの進化に適応する品質とユーザビリティ、相互接続性の強化
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 市場における価格競争について

当社グループが展開するパソコンや家電、スマートデバイス等のデジタル家電周辺機器の市場は、当社グルー

プおよび競合他社との間で日常的に厳しい価格競争が行われており、当社グループの思惑とは別にして、店頭の

販売価格の引き下げを余儀なくされる場合があり、この状況は今後も続くと考えられます。当社グループは、利

益確保のため、部材の調達コストや製造コストを削減する等の経営努力を今後も継続することが必要であると考

えておりますが、今後、当社グループの想定した以上に価格競争が厳しくなった場合、当社グループの業績に影

響をおよぼす可能性があります。

 

(2) 新製品の開発能力について

当社グループが属する業界は、技術の進歩が急速であります。技術革新の速度に対して当社グループの事業展

開が遅れた場合、当該技術の応用市場への参入に遅れを取ること、また、市場の成長速度に追従できなくなるこ

とにより、当社グループの成長性と収益性の低下が生じ、業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(3) 知的所有権について

当社グループが属する業界は、技術革新の下、競合他社も含む参入企業は、特許権をはじめとする知的所有権

を積極的に申請しております。当社グループとしましては、当社グループ独自の技術等を積極的に申請すること

は勿論のこと、他社の知的所有権の情報収集に努め、管理を強化しておりますが、不意に特許侵害の警告等を受

ける可能性があり、当社グループの業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(4) 特定顧客との取引について

当社グループは平成28年６月期において、ダイワボウ情報システム(株)及び(株)ヤマダ電機に対する販売金額

が全体の売上高の38.0％を占めております。今後とも両社との取引拡大に努めてまいりますが、何らかの理由に

より、取引に大幅な変動が生じた場合には、当社グループの業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(5) 製造形態について

当社グループは、自社で製造設備を保有しないファブレスメーカーであります。当社グループは、万一、特定

の製造委託先への生産委託が不可能になった場合でも、アジアへの生産委託を進める等、国内外の他の生産委託

が可能な体制をとっておりますが、委託先の受入環境によっては自社製造設備では想定しがたい品質や時間等の

ロスが発生し、その後の再検査等で市場にタイムリーに供給できない場合は、当社グループの業績に影響をおよ

ぼす可能性があります。

 

(6) 商品のライフサイクルおよび陳腐化の相関について

デジタル機器関連市場における技術革新の速さは、商品全般のライフサイクルを比較的短いものにしており、

当社グループは保有する在庫品の陳腐化により業績が悪影響を受けるリスクを負っております。当社グループ

は、技術と需要の側面から在庫の鮮度管理を強化するとともに、経験則と実勢価格を基に月次で所定の評価減お

よび廃棄処分をおこなう等、当該リスクの軽減に努めておりますが、当社グループが適切かつ迅速に対応できな

かった場合は、当社グループの業績に影響をおよぼす可能性があります。
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(7) 為替変動の影響について

当社グループの取扱商品は、中国を中心としたアジア地域から部品および半製品を仕入れる割合が多く、大半

が米ドル決済となっているため、当社グループは仕入れに係る買掛金債務について為替リスクを有しておりま

す。そのため、当社グループは為替相場の変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ契約を行っております。

しかしながらデリバティブ契約により為替相場の変動の影響を緩和することは可能であっても、間接的な影響も

含め、すべてを排除することは不可能であります。また一方で、日本円と米ドル間の為替相場が円安傾向となっ

た場合、円換算した仕入れ価格が上昇することになり、その時点の市場環境如何によっては、係る仕入価格の上

昇分を最終製品の販売価格に反映出来ず、当社グループの業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(8) 有能な人材の確保と育成について

当社グループの事業は、有能なキーパーソンや技術力の高いエンジニア等の技能に大きく支えられているた

め、有能な人材の確保と育成は当社グループの重要な成長要件の１つであります。その対応が適切に進められな

い場合には、当社グループの成長に停滞が生じ、業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(9) 自然災害等による影響について

当社グループは本社機能および研究開発、物流機能を石川県金沢市に一極集中しているため、大規模な地震等

の自然災害やその他の業務を中断する事象が地域に発生した場合、当社グループの営業活動に大きく影響を与

え、業績に影響をおよぼす可能性があります。

 

(10) 商品およびサービスの欠陥や瑕疵について

当社グループが提供する商品およびサービスに欠陥や瑕疵が生じる可能性については、管理改善に努めており

ますが、全てを排除することは出来ません。当社グループの商品およびサービスには、顧客の基幹業務など非常

に高い信頼性が求められる環境において使用されているものもあり、これらの商品またはサービスの欠陥が原因

で生じた損失に対する責任を追及される可能性があります。また大規模なリコールや製造物賠償責任につながる

ような商品の不具合は、多額のコスト負担や当社グループの商品評価に重大な影響を与え、それにより売上が低

下し、当社グループの業績と財務状況に影響をおよぼす可能性があります。

 

(11) 情報セキュリティについて

当社グループは、事業を展開する上で、技術や営業に関する機密情報の他、多数の個人情報を保有しておりま

す。当社グループは、これらの情報の外部流出を防止すべく、情報管理に関する社員教育を徹底し、施設および

ITシステムのセキュリティ強化に努めておりますが、コンピューターウィルスの感染や不正アクセス、その他の

不測の事態により、これらの情報が流出した場合、社会的信用の低下や多額の賠償費用等の負担が生じ、当社グ

ループの業績に影響をおよぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

研究開発活動においてはコンシューマ市場、法人市場の両市場向けの応用製品の開発を行ってまいりました。

　翌連結会計年度も引き続き、両市場向けにパソコンやデジタル家電、スマートデバイス等のデジタル機器の利便

性をさらに向上させる周辺機器の開発を加速させてまいります。

　また、あらゆるモノがインターネットにつながるIoT時代に向けて、クラウドサービスの開発を加速させてまいり

ます。クラウドにつながることによって得られる新たな商品価値を具体的に市場に提案できるよう研究開発を進め

てまいります。

　

当連結会計年度の品目別における研究開発活動は以下のとおりであります。

　

[メモリ]

メモリにおいては、コモディティ化された製品群に対してタイムリーな市場投入ができるよう研究開発活動の効

率化に努めてまいりました。今後も各種新規格に対応した新製品のよりタイムリーな市場投入、およびスマートデ

バイスとの組み合わせによる新たな利用スタイルを提案する新製品の開発を行ってまいります。

　

[ストレージ]

ハードディスク製品においては、3.5インチ型、2.5インチ型ともに大容量化が進む中で、高速なI/FであるUSB3.0

に対応した製品の比率を向上させてまいりました。今後もUSB Type-CやPowerDeliveryなど新しい規格へのタイム

リーな対応を軸に市場のニーズに対応してまいります。

　光ディスク製品では、音楽CDをスマートフォンに取り組む「CDレコ」シリーズの機能強化に注力し、従来の周辺

機器の枠を超えたスマートフォンで音楽を楽しむための新しい市場価値の提案を進めてまいりました。今後も引き

続きCDレコを中心とした新しい市場価値を提案する製品開発を行ってまいります。

　

[液晶]

液晶ディスプレイにおいては、超解像技術（４K解像度）や、ゲーム対応モニター、ストレスフリーコンセプトの

下、VDTモード搭載モニターやフリッカーレス対応モニターの開発を進め、きめ細やかな製品ラインナップ展開を加

速させてまいりました。

　今後は、タッチモニター事業向け、サイネージ事業向けの製品ラインナップ強化など、より具体的な用途提案を

加速させるための開発を行ってまいります。また、市場ニーズを先取りした製品の開発に取り組み、より一層環境

に配慮した製品の開発に努めてまいります。

　

[周辺機器]

スマートフォンやタブレット端末向けの周辺機器として、ネットワークカメラやTVチューナー等を市場投入し、

ラインナップ強化を図ってまいりました。今後は、さらに各種デバイスとの接続性を高める製品ラインナップを整

備し、ユーザー利便性向上に努めてまいります。

　NAS製品においては、「新規マーケットの開拓」という視点で各社のクラウドストレージへの対応や各種セキュリ

ティソフトウェアへの対応など相互に協業する展開を進めてまいりました。また、故障や災害によるデータの損

壊、ランサムウェアなど悪意の攻撃から機器を回避する事を軸にした商品・サービス・ソリューションの展開を進

めて行くとともに、NASの状態管理サービス（NarSuS）を推進し、より一層の保守業者との連携を目指してまいりま

す。

　ネットワーク製品においては、新たな無線技術やインターフェイス規格を取り込んだ製品開発を行うと共に、IoT

事業分野への展開を見据えた上で、センサー、ゲートウエイ、クラウドサービスを含む事業展開を進めてまいりま

す。

　

[特注製品]

特注製品においては、通信事業者の新規のサービスやスマートフォンに対応したネットワーク製品、デジタル家

電分野のAV製品などに継続注力しておりますが、大口の受注を獲得する事ができず減少しております。

今後は、IoT分野を中心に市場のニーズの変化にいち早く対応できるよう、さらなる対応サービスの拡充やグロー

バルな視点での最新技術の取り込みなど研究開発を進めてまいります。

　

　以上の結果、当連結会計年度の研究開発費の総額は10億31百万円となっております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、文中における将来に関する事項は、当社経営陣が当連結会計

年度末現在で合理的で、ある一定の前提に基づいて判断しておりますが、不確実な要素も含んでおり、実際の結果

はこれらの見積もりと異なる場合があります。

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を与える項目は下記のとおりであります。

 

(2) 財政状態の分析

　資産・負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べて２億46百万円減少し、296億48百万円とな

りました。これは、現金及び預金が14億99百万円、繰延税金資産が５億94百万円増加したものの、デリバティブ債

権が15億８百万円、投資有価証券が２億37百万円減少したこと等によるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べて８億76百万円増加し、92億61百万円となりました。これは、仕

入債務等の決済資金として短期借入金が５億円減少したものの、支払手形及び買掛金が８億98百万円、デリバティ

ブ債務が４億42百万円増加したこと等によるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて11億22百万円減少し、203億86百万円となりました。これは、

親会社株主に帰属する当期純利益８億49百万円を計上したものの、配当金の支払による支出１億67百万円、為替換

算調整勘定が４億87百万円、繰延ヘッジ損益が12億10百万円減少したこと等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べて14億99百

万円増加し、63億23百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は26億21百万円(前連結会計年度は３億19百万円の獲得)となりました。これは、税

金等調整前当期純利益13億34百万円の計上、たな卸資産の減少６億82百万円、仕入債務の増加８億45百万円による

資金増加等によるものであります。

 

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は１億１百万円(前連結会計年度は３億９百万円の使用)となりました。これは、有

形及び無形固定資産の取得による支出１億61百万円による資金減少と、関係会社株式の売却による収入69百万円に

よる資金増加等によるものであります。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は６億67百万円(前連結会計年度は16億90百万円の使用)となりました。これは、短

期借入金返済による支出５億円と、配当金の支払による支出１億67百万円等によるものであります。
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(4) 経営成績の分析

(売上高)

前連結会計年度の売上高411億77百万円に対し、当連結会計年度は売上高449億46百万円(前連結会計年度比

9.2％増)となりました。

　品目別の詳細につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

　

(売上総利益)

前連結会計年度の売上総利益73億32百万円に対し、当連結会計年度は売上総利益79億31百万円(前連結会計年

度比8.2%増)となりました。主な要因は、当連結会計年度前半の円安に対し収益性の悪化を抑え、また、液晶モ

ニターのシェアアップや自社のラインナップを補完するグローバルブランド商品の増収によるものです。

　

(販売費及び一般管理費)

前連結会計年度の販売費及び一般管理費61億89百万円に対し、当連結会計年度は67億81百万円(前連結会計年

度比9.6%増)となりました。主な要因は、増収に伴う変動費の増加や新市場開拓に係る費用等を増額したことに

よるものです。

　

(営業利益)

前連結会計年度の営業利益11億42百万円に対し、当連結会計年度は営業利益11億49百万円(前連結会計年度比

0.7%増)となりました。主な要因は、新市場開拓に係る費用等により販売費及び一般管理費は増加したものの、

増収効果により売上総利益が増加したことによるものです。

　

(経常利益・当期純利益)

以上の要因に加え、営業外収益に為替予約を用いた部品調達の決済により発生した為替差益１億46百万円を計

上したことにより、当連結会計年度の経常利益は13億34百万円(前連結会計年度比14.0%減)、親会社株主に帰属

する当期純利益は８億49百万円(前連結会計年度比3.8%減)となりました。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼす要因は、当社グループを取り巻くデジタル家電周辺機器市場の価

格競争激化による慢性的な売上総利益の低下傾向が考えられます。

それ以外の考えられる要因については「事業等のリスク」に表記しております。

 

(6) 経営分析と今後の見通し

今後の経営環境につきましては、国内景気は緩やかながらも回復基調が続くことが期待されますが、地政学的リ

スクや英国のEU離脱問題の世界経済への影響、新興国の景気動向等への懸念から、先行き不透明感は増しておりま

す。

　当社グループに関係するパソコンや家電、スマートデバイス等のデジタル機器の市場は、足下では全般に力強さ

に欠く状況にありますが、社会への浸透が進む情報通信技術は、様々な方面で期待が高まるIoT等の新たなサービス

を生み、一方で、情報セキュリティやプライバシー保護の高度化が望まれる等、当社グループの有する技術やアイ

デア、サービスを発揮する機会は日々拡大しております。

　こうした状況の下、当社グループは平成28年１月に創業40年を迎え、特注システム開発に始まる創業の原点に立

ち返り、今一度お客様本位の価値提案に集中し、着実な成長を目指しております。お客様にとって最適な商品・

サービスを追求し、自社のラインナップに磨きをかけるとともに、他社の魅力的な商品・サービスの採用や連携も

積極的に進め、その実現に努めてまいります。業種、地域別等の市場特性に応じた密着営業とサポート体制の充実

を通じて、お客様との安定的かつ長期的な関係づくりを目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は１億95百万円であり、その主な内容は、研究・開発設備及び社内インフラ整備に伴

う投資であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は次の通りであります。

(1) 提出会社

平成28年６月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・工場
(石川県金沢市)

統括業務施設 742
2,880

(17,090.89)
[3,878.35]

75 3,698
331

＜100＞

東京オフィス
(東京都千代田区)

販売業務施設 10
―
(―)

2 12
68
＜1＞

その他６営業所 販売業務施設 0
―
(―)

0 0
50
＜0＞

 

(注) １　「その他」は車両運搬具及び工具、器具及び備品であります。

２　土地の面積中［　］は外数であり、賃借面積を示しております。

３　本社・工場の建物及び構築物、土地及びその他には、社員寮が含まれております。

４　国内営業所の建物の一部を賃借しており、年間賃借料は115百万円であります。

５　「従業員数」の＜外数＞は、臨時従業員数の年間平均雇用人員であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(１)重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
本社
(石川県
金沢市)

―
基幹システ
ム等

1,000 49 自己資金
平成28年
２月

平成29年
10月

業務効率
の向上
（注）２

 

(注) １　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力は、合理的な算出が困難なため、増加能力に代えて投資目的を記載しております。

 

(２)重要な設備の除却等

　 該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 41,000,000

計 41,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年９月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,839,349 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
  100株であります。

計 14,839,349 同左 ― ―
 

(注)　平成28年２月５日をもって、当社株式は東京証券取引所市場第二部より同取引所市場第一部に指定されており

ます。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年11月１日
(注)

― 14,839 ― 3,588 △3,308 1,000
 

(注)　旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成28年６月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 25 28 66 40 3 6,368 6,530 ―

所有株式数
(単元)

― 15,480 3,307 7,331 6,873 5 115,236 148,232 16,149

所有株式数
の割合(％)

― 10.44 2.23 4.95 4.64 0.00 77.74 100.00 ―
 

(注) １　自己株式1,946,756株は、「個人その他」に19,467単元、「単元未満株式の状況」に56株含まれておりま

す。なお、期末日現在の実質的な所有数は1,946,756株であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。

３　上記「金融機関」には、株式付与ESOP信託口が保有する株式が、990単元含まれております。

(7) 【大株主の状況】

平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

細野　昭雄 石川県金沢市 4,514 30.42

細野　幸江 石川県金沢市 763 5.14

株式会社北國銀行 石川県金沢市広岡２丁目12番６号 306 2.06

有限会社トレント 石川県金沢市上堤町１－35 269 1.81

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 216 1.46

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG

(FE-AC)

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A

2BB UNITED KINGDOM

(千代田区丸の内２丁目７－１)

214 1.44

三菱化学メディア株式会社
東京都千代田区神田小川町３丁目２０　第二
龍名館ビル８階

200 1.34

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 165 1.11

BBH BOSTON CANACCORD GENUITY WEALTH

(INTERNATIONAL) 　LIMITED NON US

RESIDEN620061

(常任代理人　株式会社みずほ銀行)

NUMBER 1 LE TRUCHOT GUERNSEY ST PETER PORT

GUERNSEY, C.I. GY1 4AX

(港区港南２丁目１５－１　品川インターシティＡ棟)

159 1.07

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 153 1.03

計 ― 6,959 46.88
 

 

(注) １　当社は自己株式1,946,756株を保有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記

の大株主から除いております。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は13.11％であります。

２　上記のほか、「株式付与ESOP信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(株式付与

ESOP信託口)が99,000株保有しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,946,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,876,500
128,765 ―

単元未満株式
普通株式

16,149
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 14,839,349 ― ―

総株主の議決権 ― 128,765 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式56株が含まれております。

３　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式付与ESOP信託」の信託財産として保有する当社株式

99,000株を含めております。

　

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
アイ・オー・データ機器

石川県金沢市
桜田町三丁目10番地

1,946,700 ― 1,946,700 13.11

計 ― 1,946,700 ― 1,946,700 13.11
 

(注)　「株式付与ESOP信託」の信託財産として保有する当社株式99,000株は、上記の自己保有株式には含めておりま

せん。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

(10)【従業員株式所有制度の内容】

１. 株式付与ESOP信託制度の概要

当社は、平成26年８月12日開催の取締役会決議により、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的とし

て、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入し

ております。

「ＥＳＯＰ信託」では、当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資

金を拠出することにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付する

と見込まれる数の当社株式を、当社から取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中の

従業員の職位等に応じた当社株式を、在職時に従業員に交付します。当該信託により取得する当社株式の取得資

金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　

２. 従業員に取得させる予定の株式の総数

99,000株

　

３. 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する当社の従業員
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 90 54,470

当期間における取得自己株式 20 16,020
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成28年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― 　― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(第三者割当による自己株
式の処分)

― ― ― ―
   ―  

保有自己株式数 1,946,756 ― 1,946,776 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成28年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び売渡しによる株式数は含めておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、安定的な配当の継続を基本としながら、連

結業績と財務状況ならびに今後の事業拡大や企業体質の強化に係る投資等を総合的に勘案し、実施することとしてお

ります。

　当社の剰余金の配当は、毎年12月31日を基準日として中間配当を行うことができる旨、定款に定めておりますが、

期末配当の年１回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であり

ます。

　当期の配当につきましては、１株当たり普通配当10円に創業40周年の記念配当５円を加え、年間配当金15円とさせ

ていただきます。

　また、次期の配当につきましては、上記の基本方針の下、業績見通しを勘案し、１株当たり年間配当金15円を予定

しております。

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成28年９月27日
定時株主総会決議

193 15
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月 平成27年６月 平成28年６月

最高(円) 458 409 990 804 663

最低(円) 291 230 334 616 494
 

(注)　株価は、平成25年７月15日以前は大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)によるものであり、平成25年7月16日以

降は東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)によるものであり、平成27年８月27日以降は東京証券取引所市場第

二部によるものであり、平成28年２月５日以降は東京証券取引所市場第一部によるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成28年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 570 643 650 639 640 663

最低(円) 494 551 575 599 604 596
 

(注)　株価は、平成27年８月27日以降は東京証券取引所市場第二部によるものであり、平成28年２月５日以降は東京

証券取引所市場第一部によるものであります。
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５ 【役員の状況】
男性10名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

 細　野　昭　雄 昭和19年３月18日生

昭和45年９月 ㈱バンテック・データ・サイエン
ス入社

(注)３ 4,514

昭和50年７月 同社退社

昭和51年１月 当社設立

代表取締役社長就任(現任)
昭和61年４月 ㈳石川県情報システム工業会

会長就任
平成元年３月 ㈲ホソノ(現㈲トレント)代表取締

役就任(現任)
平成５年７月 クリエイティブ・メディア㈱代表

取締役就任(現任)
平成８年１月 國際艾歐資訊股份有限公司代表取

締役就任(現任)
平成20年１月 I-O DATA America,Inc.

President就任(現任)
平成22年４月 ㈳石川県情報システム工業会顧問

(現任)
平成24年３月 ITGマーケティング㈱取締役就任

(現任)

専務取締役  池　田　信　夫 昭和24年３月15日生

昭和57年11月 ㈱バンテック・システムサービス
入社

(注)３ 49

昭和59年５月 同社退社

昭和59年６月 当社入社

平成元年９月 取締役資材部部長就任

平成２年９月 常務取締役資材部部長就任

平成８年９月 専務取締役資材部部長就任

平成９年９月 専務取締役資材部部長兼管理部門
担当就任

平成14年７月 専務取締役営業部門担当兼管理部
門担当兼海外事業担当就任

平成16年３月 専務取締役営業部門担当兼海外事
業担当就任

平成17年７月 専務取締役海外事業担当就任

平成18年７月 専務取締役海外事業担当兼生産本
部長就任

平成19年７月 専務取締役就任(現任)

常務取締役

事業戦略本部
本部長
執行役員

販売促進部部長

濵　田　尚　則 昭和40年９月30日

平成２年４月 当社入社

(注)３ 2

平成８年10月 営業部東京営業所所長就任

平成14年７月 営業部東日本担当部長兼東京営業
所所長就任

平成16年７月 営業部部長就任

平成17年７月 営業本部コンシューマ営業部部長
就任

平成19年７月 執行役員CS部部長就任

平成23年９月 取締役執行役員CS部部長就任

平成25年７月 取締役執行役員営業部部長就任

平成26年９月 常務取締役執行役員兼営業部部長
就任

平成27年７月 常務取締役事業戦略本部本部長兼
執行役員販売促進部部長就任(現
任)

取締役
執行役員
管理部部長
財務課課長

加　藤　啓　樹 昭和42年１月16日

平成元年４月 能登信用金庫(現のと共栄信用金
庫)入庫

(注)３ ―

平成10年３月 同庫退社

平成10年５月 当社入社

平成18年７月 経理部経理課課長就任

平成19年７月 管理部経理課課長兼國際艾歐資訊
股份有限公司監査役就任(現任)

平成20年７月 管理部経理・財務担当部長兼経理
課課長就任

平成21年７月 執行役員管理部部長兼財務課課長
就任

平成24年３月 ITGマーケティング㈱監査役就任
(現任)

平成25年９月 取締役執行役員管理部部長兼財務
課課長就任

平成25年10月 取締役執行役員管理部部長就任

平成28年５月 取締役執行役員管理部部長兼財務
課課長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  新　田　義　廣 昭和21年９月30日

昭和44年４月 ㈱東芝入社

(注)３ ―

平成８年６月 津軽東芝音響㈱(現 東芝メディア

機器㈱)取締役社長

平成10年２月 ㈱東芝 記憶情報機器事業部長

平成12年３月 同社メディアカード事業部長

平成13年４月 同社デジタルメディアネットワー

ク社副社長

平成13年６月 同社常務(デジタルメディアネッ

トワーク社副社長）

平成13年11月 同社常務(デジタルメディアネッ

トワーク社副社長兼ストレージデ

バイス事業部長）

平成14年２月 同社常務（デジタルメディアネッ

トワーク社副社長）

平成15年４月 同社常務（デジタルメディアネッ

トワーク社社長）

平成15年６月 同社執行役上席常務（デジタル

メディアネットワーク社社長）

平成16年６月 同社執行役上席常務(調達グルー

プ担当）

平成18年６月 モバイル放送㈱代表取締役社長

兼 ㈱東芝顧問

平成21年７月 ㈱東芝顧問

平成22年９月 取締役就任(現任)

平成23年10月 ㈱東芝社友就任(現任)

平成23年12月 加賀電子㈱顧問就任

取締役  丸　山　力 昭和20年11月30日

昭和46年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

(注)３ ―

平成６年１月 同社取締役パーソナル・コン

ピュータ開発製造本部長

平成10年４月 同社常務取締役ディスプレイ事業

担当

平成11年１月 同社専務取締役開発製造担当

平成13年４月 同社取締役副社長開発製造担当

平成16年３月 同社技術顧問

平成16年６月 ㈱アプティ(現㈱ＪＢアドバンス

ト・テクノロジー)非常勤取締役

平成16年12月 ㈱日本マイクロニクス取締役(現

任)

平成17年６月 ㈱ウィルコム技術顧問

平成17年10月 東京大学大学院工学系研究科特任

教授

平成18年４月 徳島県最高情報統括監(現任)

平成19年４月 日本アイ・ビー・エム㈱顧問

平成28年９月 取締役就任(現任)

常勤
監査役

 池　田　雅　勝 昭和33年１月14日生

昭和60年８月 ㈱金沢東急ホテル入社(現株式会

社金沢エクセルホテル東急)

(注)５ ―

平成元年10月 同社退社

平成元年10月 当社入社

平成16年３月 監査室室長就任

平成21年９月 常勤監査役就任(現任)

監査役  松　木　浩　一 昭和22年２月２日

昭和51年４月 アーサーヤングアンドカンパニー

(現 Ｅ＆Ｙ)入所

(注)６ ―

昭和56年３月 公認会計士登録

昭和59年９月 松木公認会計士・税理士事務所所

長(現任）

平成22年９月 監査役就任(現任)

平成25年６月 小松ウオール工業㈱社外監査役就

任

平成28年６月 同社社外取締役(監査等委員)就任

(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役  中　村　和　哉 昭和34年７月６日

昭和58年４月 ㈱北國銀行入行

(注)７ ―

平成12年10月 同行武蔵ヶ辻支店次長

平成14年４月 同行審査部融資統括課長

平成18年４月 同行笠市支店長

平成19年６月 同行野々市エリア統括店長兼野々

市支店長

平成21年４月 同行東京支店長兼総合企画部

東京事務所長

平成23年４月 同行執行役員東京支店長兼総合企

画部東京事務所長

平成25年４月 同行執行役員総合企画部長兼

人材開発室長

平成25年６月 同行取締役兼執行役員総合企画部

長兼人材開発室長

平成27年９月 監査役就任(現任)

平成28年４月 ㈱北國銀行取締役営業統括部長

(現任)

監査役  長　原　悟 昭和43年12月14日

平成12年４月 弁護士登録

(注)８ ―平成12年４月 木梨・長原法律事務所(現任)

平成28年９月 監査役就任(現任)

計 4,566
 

 
(注) １　取締役新田義廣及び丸山力は、社外取締役であります。

２　監査役松木浩一、中村和哉及び長原悟は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成28年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年６月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　当社は、取締役会の意思決定及び業務執行の迅速化かつ効率化を図るため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は、取締役２名を含め、７名で構成されております。

５　監査役池田雅勝の任期は、平成25年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年６月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

６　監査役松木浩一の任期は、平成26年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年６月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

７　監査役中村和哉の任期は、平成27年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年６月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

８　監査役長原悟の任期は、平成28年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  企業統治の体制

１.企業統治の体制の概要及び現状の体制を採用する理由

当社では、経営の透明性や健全性の向上とアカウンタビリティ（説明責任）を明確にするため、コーポレー

ト・ガバナンスの強化に努めながら、経営環境の変化に迅速に対応出来る組織体制を構築することが重要と考え

ており、以下の体制による企業統治が有効であると判断し、現在の体制を採用しております。

当社は、監査役会設置会社であり、内部統制上の仕組み及び経営監視機能として有効であると考えることから

監査役制度を採用しており、監査役会は４名で構成されており、うち３名が社外監査役であります。監査役会

は、毎月１回の定例監査役会に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。

業務執行・監視の仕組みとして、取締役会は、社外取締役２名を含む６名で構成されており、毎月１回の定例

取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、会社の経営方針、その他経営に関する重要事項を協議・決

定しております。また、毎週取締役に加え部長以上で開催する経営会議において業務執行を協議・決定しており

ます。それ以外に取締役間で随時、会議、打合せを行ない、取締役相互の業務執行・監視を行っております。

当社は、企業倫理とコンプライアンスの徹底を図るため、当社企業グループ従業員を対象とする「アイ・

オー・データ機器 行動憲章」及び「アイ・オー・データ機器 行動規範」を制定するとともに、コンプライアン

ス委員会を設置しております。
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２.内部統制システムの基本方針

当社は、会社法及び会社法施行規則に則り、内部統制システムの整備に関する基本方針を下記のとおり決定し

ております。

　

・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．企業価値の向上と、社会の一員として信頼される企業となるため、法令・定款及び社会規範の遵守を

経営の根幹に置き、その行動指針として、「アイ・オー・データ機器 行動憲章」及び「アイ・

オー・データ機器 行動規範」を定め、取締役及び使用人はこれに従って、職務の執行にあたるもの

とする。

ロ．代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス上の重要な

問題の審議とともに、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、啓発・教育を行う。

ハ．違反行為等の早期発見と是正を目的とする報告体制として、コンプライアンス委員長、事務局及び社

外監査役を情報受領者とする「コンプライアンス・ヘルプライン」を構築し、効果的な運用を図り、

報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないものとする。

ニ．「アイ・オー・データ機器 行動規範」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と

は、毅然とした態度で一切の関係を遮断することを定め、不当要求等に対しては、警察や弁護士等の

外部専門機関と緊密に連携し、組織的に対応するものとする。

ホ．代表取締役社長が直轄する監査室を置き、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状況等について

定期的に監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び常勤監査役に報告する。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」等の社内規程に基づき、文書または電磁

的媒体に記録し、適切かつ確実に保存及び管理するものとし、取締役及び監査役は、適時これらの情報を

閲覧できるものとする。

・会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．「リスク管理規程」により経営活動上のリスク管理に関する基本方針及び体制を定め、これに基づく

リスク管理体制を整備、構築することによって適切なリスク対応を図る。

ロ．当社及び子会社の経営活動上のリスクとして、市場関連リスク・信用リスク・品質リスク・コンプラ

イアンスリスク・海外カントリーリスク等を認識し、そのリスクカテゴリー毎の把握と対応管理責任

者の体制を整備する。

ハ．社長室が全体のリスクの統括管理を担当することで、リスク情報を集約し、内部統制と一体化したリ

スク管理を推進する。また、重大な事態が生じた場合には迅速な危機管理対策が実施出来る体制を整

備する。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．市場環境変化に対する迅速な意思決定を図るため、執行役員制度を導入し、職務執行権限と責任を執

行役員へ委譲する。

ロ．取締役会は、原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての意思決定を行うとともに、執行役

員以下の職務執行の状況を監督する。

ハ．取締役、常勤監査役、執行役員及び部長職で構成する経営会議を原則毎週１回開催し、業務執行上の

重要課題について報告・検討を行う。

ニ．取締役、執行役員及びその他使用人の職務分掌と権限を社内規程で明確にし、適正かつ効率的に職務

が行われる体制を確保する。

・当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．「関係会社管理規程」等の社内規程に従い、子会社管理を管掌する部長を置き、子会社の取締役の執

行を監視・監督する。

ロ．子会社の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会に報告し、承認を得て行うこと

とする。

ハ．定期的に子会社と連絡会議を開催し、グループ間の情報共有、意思疎通及びグループ経営方針の統一

化を図る。

ニ．当社の監査室は、定期的に子会社の業務監査、内部統制監査等を実施し、その結果を代表取締役社長

及び常勤監査役に報告する。
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・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は、監査室及び管理部門に所属する者の中から配置し、職務を兼務す

るものとする。

・監査役を補助する使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関する

事項

監査役の職務を補助する使用人の任命、異動、人事考課、処罰等については、監査役会の意見を聴取

し、尊重するものとする。また、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関し

て、取締役及び上長等の指揮命令を受けないものとする。

・取締役及び使用人が監査役に報告するための体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社の取締役及び使用人等、並びに子会社の取締役・監査役及び使用人等は、「監査役会規程」及び

「監査役監査基準」に従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うとともに、次のよう

な緊急事態が発生した場合には、遅滞なく報告するものとする。

イ．当社の経営上に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財務上に係る諸問題

ロ．その他当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事象

　監査役に報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないものとする。

 ・会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ず

る費用又は償還の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生

ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等により速やかに処理を行う体制とする。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役と代表取締役社長及び他の取締役との間で適宜に意見交換会を開催する。

ロ．監査室は、監査役との間で、事業年度毎の内部監査計画を協議するとともに、適宜に内部監査結果及

び指摘・提言事項等についての協議及び意見交換をするなど、常に連携を図るものとする。

ハ．監査役及び監査室は、会計監査人との間でも情報交換等の連携を図っていくものとする。

　

②  内部監査及び監査役監査

当社の内部監査体制は、内部監査部門として監査室(３名)を設置し、監査方針を定めた「内部監査規程」に基

づき内部監査を実施しており、監査結果を代表取締役社長及び専任取締役並びに常勤監査役に報告しておりま

す。

また、監査室は、監査役との間で、事業年度毎の内部監査計画を協議するとともに、適宜に内部監査結果及び

指摘・提言事項等についての協議及び意見交換をするなど、常に連携を図っております。

監査役会は監査役４名(うち社外監査役３名)で構成され、各監査役は、取締役会、経営会議等の重要会議への

出席、稟議書、契約書等の重要文書の閲覧を行い、定期的に取締役へのヒアリングの実施を行うとともに、内部

統制機能チェックを監査部門と連携して実施しております。また、会計監査人の監査にも立ち会い、当社と会計

監査人で行われる各種の会議に同席しております。

　

③  社外取締役及び社外監査役

当社は、経営の意思決定及び業務執行を中立的な立場で監督し、当社の経営に有用な助言をいただくことを目

的として社外取締役を２名選任しております。また、外部の視点から経営活動を監視し、経営に対する公正性及

び透明性を確保するために、社外監査役３名を選任しております。

社外取締役である新田義廣氏及び丸山力氏は、他の会社の取締役を歴任し、経営者として豊富な経験と幅広い

見識を有し、社外取締役としての役割を十分に果たしていただけるものと考えており、当社との関係において、

人的関係、資本的関係、その他の利害関係等の特別な関係がないことから、一般株主と利益相反が生じるおそれ

はないと判断し、独立役員に指定しております。

　なお、現在兼務している他の会社等及び過去に勤務または役員に就任していた他の会社等と当社との人的関

係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。

３名の社外監査役につきましては、松木浩一氏は、公認会計士として企業会計等に関する幅広い専門的知見を

有しており、長原悟氏は、弁護士の資格を有しており諸法令に精通しており、両氏と当社の間に利害関係等の特

別な関係はなく、専門的な見地から当社の監査に有用な意見をいただけるものと判断しております。中村和哉氏

は、金融機関における長年の業務経験と豊富な知見を有しております。株式会社北國銀行は、当社の取引銀行の

一行として取引関係はありますが、監査役個人が直接利害関係を有するものではなく、社外監査役として企業経

営の健全性の確保に有用な助言をいただけるものと判断しております。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を定めてはおりませんが、

選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。
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④  役員の報酬等

イ. 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数

(名)基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く。)
77 68 ― 9 ― 4

監査役

(社外監査役を除く。)
8 7 ― 0 ― 1

社外役員 7 7 ― 0 ― 5
 

　(注)取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

　

ロ. 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ. 役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社の役員報酬限度額は、平成８年９月26日開催の第21期定時株主総会において、取締役分が年額120百万

円以内、監査役分が年額15百万円以内と決議いただいており、各役員の報酬（賞与含む）につきましては、役

員規程に基づいて決定しております。

　また、 平成28年９月27日開催の取締役会において、当社取締役(業務執行役員に限る)に対し毎月の定期同

額給与に加え、翌事業年度において、従来の役員賞与に代え利益連動給与(法人税法第34条第１項第３号)を以

下の算定方法に基づき支給することを決議いたしました。

　なお、全監査役より当該算定方法につき、適正であると認められる旨を記載した書面を受領しております。

(利益連動給与の算定方法)

1.利益連動給与の総額は、連結会計年度の税金等調整前当期純利益(利益連動給与控除前、１億円未満切捨て)

の0.7%とする。

2.利益連動給与の総額は15百万円を上限とする。

3.各取締役への支給額は、別表に定める役位別支給ポイントの総数に占める各取締役の役位別支給ポイントの

割合に応じ支給する。

各取締役への支給額＝利益連動給与の総額×各取締役の役位別支給ポイント÷役位別支給ポイントの総数

※1　取締役が期中に就任または退任した場合の支給ポイントは、在任月数÷12を乗じたポイントとす

る。

※2　在任月数は暦月に従って計算し、一月に満たない在任月は一月とする。

※3　連結会計年度末時点または退任時点の役位により支給ポイントを決定する。

※4　各取締役への支給額は、１万円未満切捨てとする。

4.次の場合には利益連動給与を支給しない。

税金等調整前当期純利益(利益連動給与控除前)が５億円未満の場合。
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⑤  株式の保有状況

イ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                        19銘柄

貸借対照表計上額の合計額  419百万円

　

ロ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数

(株)

貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱北國銀行 510,000 228 取引関係強化のため

加賀電子㈱ 47,000 74 取引関係強化のため

上新電機㈱ 50,000 47 取引関係強化のため

㈱トーメンデバイス 20,000 42 取引関係強化のため

㈱エディオン 38,868 33 取引関係強化のため

㈱ビックカメラ 21,532 33 取引関係強化のため

三谷商事㈱ 9,500 27 取引関係強化のため

ダイワボウホールディン

グス㈱
100,000 24 取引関係強化のため

富士通㈱ 11,175 7 取引関係強化のため

㈱ベスト電器 15,000 2 取引関係強化のため
 

　

(当事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数

(株)

貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱北國銀行 510,000 140 取引関係強化のため

加賀電子㈱ 47,000 54 取引関係強化のため

上新電機㈱ 50,000 43 取引関係強化のため

㈱トーメンデバイス 20,000 36 取引関係強化のため

㈱エディオン 40,931 34 取引関係強化のため

三谷商事㈱ 9,500 26 取引関係強化のため

ダイワボウホールディン

グス㈱
100,000 21 取引関係強化のため

㈱ビックカメラ 22,854 21 取引関係強化のため

富士通㈱ 11,175 4 取引関係強化のため

㈱ベスト電器 15,000 1 取引関係強化のため
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ハ. 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上　　　

　額の合計額並びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

　

⑥  会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名

　指定有限責任社員 業務執行社員：陸田 雅彦、髙村 藤貴

所属する監査法人名

　有限責任監査法人トーマツ

監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士 ７名、会計士試験合格者等 ２名

　

⑦  取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ. 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等を機動的に実施するため、平成18年９月26日開催の当社定時株主総会において、取

締役会決議により会社法第459条第１項各号に掲げる剰余金の配当等ができる旨の定款変更を行っておりま

す。

ロ. 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、機動的な資本政策遂行のため、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　

⑧  責任限定契約の内容と概要

当社は、取締役(業務執行取締役等であるものを除く)および監査役との間で、会社法第423条第１項の責任

について、当該役員が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定める限度まで責任を

限定する契約を締結しております。

　

⑨  取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨、定款に定めております。

　

⑩  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。

　

⑪  株主総会特別決議の要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。こ

れは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 28 ― 27 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 28 ― 27 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

(前連結会計年度)

当社の連結子会社である國際艾歐資訊股份有限公司及び艾歐資訊香港有限公司は、当社の監査公認会計士等で

ある有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているDeloitte touche tohmatsu Limitedのメン

バーファームに対して、合わせて監査報酬10百万円、非監査業務報酬１百万円を支払っております。

 

(当連結会計年度)

当社の連結子会社である國際艾歐資訊股份有限公司及び艾歐資訊香港有限公司は、当社の監査公認会計士等で

ある有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているDeloitte touche tohmatsu Limitedのメン

バーファームに対して、合わせて監査報酬９百万円、非監査業務報酬１百万円を支払っております。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度)

該当事項はありません。

 

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案し、協議の上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年７月１日から平成28年６月30

日まで)及び事業年度(平成27年７月１日から平成28年６月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、また、会計基準等の変更についても的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入するとともに、監査法人等が主催する研修にも参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当連結会計年度
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,824 6,323

  受取手形及び売掛金 8,484 8,563

  商品及び製品 6,923 6,341

  原材料及び貯蔵品 1,779 1,679

  デリバティブ債権 1,536 28

  繰延税金資産 88 655

  その他 312 387

  貸倒引当金 △2 △16

  流動資産合計 23,946 23,962

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 808 757

   土地 2,880 2,880

   その他（純額） 116 87

   有形固定資産合計 ※1  3,805 ※1  3,725

  無形固定資産 200 232

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※2  1,135 ※2  897

   繰延税金資産 118 146

   その他 688 683

   投資その他の資産合計 1,942 1,727

  固定資産合計 5,947 5,685

 資産合計 29,894 29,648

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,322 5,221

  短期借入金 500 -

  未払法人税等 435 399

  ポイント引当金 6 4

  その他 2,562 3,084

  流動負債合計 7,827 8,709

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 110 110

  リサイクル費用引当金 327 312

  製品保証引当金 58 44

  株式給付引当金 21 43

  その他 39 39

  固定負債合計 557 551

 負債合計 8,384 9,261
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当連結会計年度
(平成28年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,588 3,588

  資本剰余金 4,242 4,242

  利益剰余金 13,470 14,152

  自己株式 △1,237 △1,237

  株主資本合計 20,063 20,745

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 162 34

  繰延ヘッジ損益 936 △274

  為替換算調整勘定 308 △178

  その他の包括利益累計額合計 1,407 △418

 非支配株主持分 37 59

 純資産合計 21,509 20,386

負債純資産合計 29,894 29,648
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年７月１日
　至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 41,177 44,946

売上原価 ※1  33,844 ※1  37,014

売上総利益 7,332 7,931

販売費及び一般管理費 ※2,※3  6,189 ※2,※3  6,781

営業利益 1,142 1,149

営業外収益   

 受取利息 2 3

 仕入割引 81 64

 持分法による投資利益 13 ―

 為替差益 378 146

 その他 53 101

 営業外収益合計 529 315

営業外費用   

 支払利息 2 0

 売上割引 112 119

 持分法による投資損失 ― 6

 その他 5 4

 営業外費用合計 120 131

経常利益 1,551 1,334

特別損失   

 会員権評価損 0 ―

 特別損失合計 0 ―

税金等調整前当期純利益 1,550 1,334

法人税、住民税及び事業税 581 547

法人税等調整額 113 △84

法人税等合計 694 463

当期純利益 855 871

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△27 21

親会社株主に帰属する当期純利益 883 849
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年７月１日
　至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年６月30日)

当期純利益 855 871

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 95 △128

 繰延ヘッジ損益 677 △1,210

 為替換算調整勘定 340 △437

 持分法適用会社に対する持分相当額 53 △49

 その他の包括利益合計 ※1,※2  1,166 ※1,※2  △1,826

包括利益 2,022 △954

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 2,049 △976

 非支配株主に係る包括利益 △27 21
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成26年７月１日　至 平成27年６月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算調

整勘定

当期首残高 3,588 4,228 12,779 △1,222 19,372 67 259 △85 65

当期変動額          

剰余金の配当   △191  △191     

親会社株主に帰属

する当期純利益
  883  883     

自己株式の取得    △73 △73     

自己株式の処分  14  59 73     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     95 677 394 △27

当期変動額合計 ― 14 691 △14 690 95 677 394 △27

当期末残高 3,588 4,242 13,470 △1,237 20,063 162 936 308 37
 

 

 当連結会計年度(自 平成27年７月１日　至 平成28年６月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算調

整勘定

当期首残高 3,588 4,242 13,470 △1,237 20,063 162 936 308 37

当期変動額          

剰余金の配当   △167  △167     

親会社株主に帰属

する当期純利益
  849  849     

自己株式の取得    △0 △0     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     △128 △1,210 △487 21

当期変動額合計 ― ― 681 △0 681 △128 △1,210 △487 21

当期末残高 3,588 4,242 14,152 △1,237 20,745 34 △274 △178 59
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年７月１日
　至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,550 1,334

 減価償却費 237 242

 リサイクル費用引当金増減額（△は減少） △15 △15

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 14

 受取利息及び受取配当金 △11 △24

 支払利息 2 0

 為替差損益（△は益） △0 0

 持分法による投資損益（△は益） △13 6

 売上債権の増減額（△は増加） △150 77

 たな卸資産の増減額（△は増加） 771 682

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,683 845

 未払消費税等の増減額（△は減少） 176 △166

 その他 △18 187

 小計 846 3,185

 利息及び配当金の受取額 24 36

 利息の支払額 △2 △0

 法人税等の支払額 △548 △600

 営業活動によるキャッシュ・フロー 319 2,621

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △298 △161

 投資有価証券の取得による支出 △3 △33

 関係会社株式の売却による収入 ― 69

 有価証券の償還による収入 ― 25

 その他の支出 △10 △5

 その他の収入 2 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △309 △101

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,500 △500

 自己株式の取得による支出 △73 △0

 自己株式の処分による収入 73 ―

 配当金の支払額 △190 △167

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,690 △667

現金及び現金同等物に係る換算差額 276 △352

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,404 1,499

現金及び現金同等物の期首残高 6,228 4,824

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,824 ※1  6,323
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

   子会社は、全て連結しております。

     連結子会社の数　4社

     子会社名

       國際艾歐資訊股份有限公司

       艾歐資訊香港有限公司

       I-O DATA America, Inc.

　　　　ITGマーケティング株式会社

　

２　持分法の適用に関する事項

   持分法を適用した関連会社数　3社

     関連会社名

       I-O & YT Pte. Ltd.

       株式会社デジオン

       クリエイティブ・メディア株式会社

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

   すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①　有価証券

         その他有価証券

           時価のあるもの

             決算日の市場価格等に基づく時価法

             (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

           時価のないもの

             移動平均法による原価法

   ② デリバティブ

         時価法

   ③ たな卸資産

         商品、製品、仕掛品及び原材料

           総平均法による原価法

           (貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

　

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ① 有形固定資産(リース資産を除く)

         主として定率法

なお、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

主な資産の耐用年数は下記の通りであります。

         建物及び構築物　　３～50年

   ② 無形固定資産(リース資産を除く)

         定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法を採用

しております。
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 (3) 重要な引当金の計上基準

   ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

   ② ポイント引当金

顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当連結会計年度末における将来利用見込額を計上し

ております。

　　③　役員退職慰労引当金

当社役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく要支給額を計上しております。

なお、当社は平成17年９月28日開催の定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、同

日までの役員の在任期間に対する退職慰労金を支給することとしております。これにより同日以降の役員退

職慰労引当金の繰入は行っておりません。

   ④　リサイクル費用引当金

リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の支出に備えるため、売上台数を基準として支出見込額を計上

しております。

　　⑤　製品保証引当金

製品販売後に発生する保証修理の費用支出に備えるため、過去の実績に基づき発生見込額を計上しており

ます。

　　⑥　株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の

見込額に基づき株式給付引当金を計上しております。

　

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

   ①　ヘッジ会計の方法

         通貨オプション、為替予約に係る評価損益は繰延ヘッジ処理によっております。

   ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

         ヘッジ手段 通貨オプション、為替予約

         ヘッジ対象 外貨建予定取引等の一部

   ③　ヘッジ方針

取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づき、外貨建取引の為替変動によるリスクの軽減・相

殺を目的として、ヘッジを行うことを原則としております。

なお、取引の契約先は信用度の高い銀行等に限定されており、相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと判断しております。

　　④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ方針に従い、通貨オプションについては、

オプション価格の変動額とヘッジ対象の時価変動額を比較して判定しております。為替予約については、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動額を比較して判定しております。

　

 (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

　

 (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

     消費税等の会計処理

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたし

ます。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売却に関連して

生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更し

ております。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

 

（平成28年度税制改正による減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響額は軽微であります。

 

(未適用の会計基準等)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

　１．概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組

みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

　①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

　②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

　③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

　④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱

い

　⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

　

２．適用予定日

平成29年６月期の期首より適用予定であります。

 
３．当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(追加情報)

 　(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取

引を行っております。

　

１．取引の概要

平成26年８月に中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳ

ＯＰ信託」(以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。)を導入いたしました。

　「ＥＳＯＰ信託」では、当社が当社従業員のうち一定の要件を充足するものを受益者として、当社株式の取得資

金を拠出することにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると

見込まれる数の当社株式を当社から取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中の従業員

の職位等に応じた当社株式を、在職時に従業員に交付します。当該信託により取得する当社株式の取得資金は全額

当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

 
２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末73百万円、99,000株であり、当

連結会計年度末73百万円、99,000株であります。

　

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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(連結貸借対照表関係)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当連結会計年度
(平成28年６月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 3,118百万円 3,215百万円
 

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当連結会計年度
(平成28年６月30日)

投資有価証券(株式) 601百万円 478百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

※１　売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下に基づく簿価切下げの方法(洗替法)による繰入額(△は戻入額)

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

たな卸資産評価損 55百万円 125百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額(△は戻入額)

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

給料手当・賞与 1,774百万円 1,904百万円

荷造運賃 670百万円 793百万円
 

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

 1,020百万円 1,031百万円
 

 

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

47/82



 

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 107百万円 △140百万円

計 107百万円 △140百万円

繰延ヘッジ損益   

当期発生額 2,141百万円 △968百万円

組替調整額 △1,159百万円 △739百万円

計 982百万円 △1,708百万円

為替換算調整勘定   

当期発生額 340百万円 △437百万円

計 340百万円 △437百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

当期発生額 53百万円 △46百万円

組替調整額 ― △3百万円

計 53百万円 △49百万円

税効果調整前合計 1,484百万円 △2,336百万円

税効果額 △317百万円 509百万円

その他の包括利益合計 1,166百万円 △1,826百万円
 

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

その他有価証券評価差額金   

税効果調整前 107百万円 △140百万円

税効果額 △12百万円 11百万円

税効果調整後 95百万円 △128百万円

繰延ヘッジ損益   

税効果調整前 982百万円 △1,708百万円

税効果額 △305百万円 498百万円

税効果調整後 677百万円 △1,210百万円

為替換算調整勘定   

税効果調整前 340百万円 △437百万円

税効果額 ―百万円 ―百万円

税効果調整後 340百万円 △437百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

税効果調整前 53百万円 △49百万円

税効果額 ―百万円 ―百万円

税効果調整後 53百万円 △49百万円

その他の包括利益合計   

税効果調整前 1,484百万円 △2,336百万円

税効果額 △317百万円 509百万円

税効果調整後 1,166百万円 △1,826百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成26年７月１日　至　平成27年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,839,349 ― ― 14,839,349
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,045,429 99,237 99,000 2,045,666
 

（変動事由の概要）

1.　自己株式の増加99,237株は、単元未満株式の買取による増加237株、「株式付与ESOP信託」導入に伴う当該

信託が所有する当社株式による増加99,000株であります。

2.　自己株式の減少99,000株は、「株式付与ESOP信託」導入に伴う当該信託への自己株式の売却による減少であ

ります。

3.　当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式数が99,000株含まれております。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年９月25日
定時株主総会

普通株式 191 15 平成26年６月30日 平成26年９月26日
 

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年９月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金  167 13 平成27年６月30日 平成27年９月28日
 

(注)　平成27年９月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金１百

万円を含んでおります。
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当連結会計年度(自　平成27年７月１日　至　平成28年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,839,349 ― ― 14,839,349
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,045,666 90 ― 2,045,756
 

（変動事由の概要）

1.　自己株式の増加90株は、単元未満株式の買取による増加であります。

2.　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式数が99,000株含ま

れております。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年９月25日
定時株主総会

普通株式  167 13 平成27年６月30日 平成27年９月28日
 

(注)　平成27年９月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金１百

万円を含んでおります。

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年９月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 193 15 平成28年６月30日 平成28年９月28日
 

(注)　1.　平成28年９月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額の内訳は、普通配当10円、記念配当５円であ

ります。

　　　2.　平成28年９月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金

１百万円を含んでおります。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

現金及び預金 4,824 百万円 6,323百万円

現金及び現金同等物 4,824 百万円 6,323百万円
 

 

(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、デジタル家電周辺機器の開発製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要に応じ

て資金を調達することとしております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金

は自己資金及び銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展開

していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等

の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、先物為替予約及び通貨オプションを

利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取

引及び通貨オプションであります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている「重

要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、営業部門及び財務担当部門が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行ってお

ります。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関

とのみ取引を行っております。

当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表わされております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物

為替予約及び通貨オプションを利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、輸入に係る予定取

引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債務に対する先物為替予約及び通貨オプションを行っておりま

す。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた資金調達運用規程に基づき、経理担当部門が取引

を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引実績は、経営会議に報告しております。
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③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

を高く維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

(5) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち35.6％が特定の大口顧客に対するものであります。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

前連結会計年度(平成27年６月30日)

 
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 4,824 4,824 ―

(2) 受取手形及び売掛金 8,484 8,484 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 547 547 ―

資産計 13,856 13,856 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,322 4,322 ―

(2) 短期借入金 500 500 ―

負債計 4,822 4,822 ―

デリバティブ取引(※)    

(1) ヘッジ会計を適用していない
もの(※)

145 145 ―

(2) ヘッジ会計を適用している
もの(※)

1,387 1,387 ―

デリバティブ取引計 1,533 1,533 ―
 

(※)  デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。
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当連結会計年度(平成28年６月30日)

 
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 6,323 6,323 ―

(2) 受取手形及び売掛金 8,563 8,563 ―

(3) 投資有価証券 384 384 ―

資産計 15,271 15,271 ―

(1) 支払手形及び買掛金 5,221 5,221 ―

負債計 5,221 5,221 ―

デリバティブ取引(※)    

(1) ヘッジ会計を適用していない
もの(※)

(96) (96) ―

(2) ヘッジ会計を適用している
もの(※)

(321) (321) ―

デリバティブ取引計 (417) (417) ―
 

(※)  デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は金融機関から提示された価格によっておりま

す。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 

負  債

 (1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

53/82



 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当連結会計年度
(平成28年６月30日)

非上場株式等 11 34

非上場の関係会社株式 601 478

合計 613 512
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、前連結会計年度におい

ては「(３)有価証券及び投資有価証券」、当連結会計年度においては「(３)投資有価証券」には含めておりませ

ん。

 

(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成27年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

現金及び預金 4,824

受取手形及び売掛金 8,484

有価証券及び投資有価証券  

　その他有価証券のうち満期があるもの  

　(1)債券(社債) 25

　(2)その他 ―

合計 13,333
 

 

当連結会計年度(平成28年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

現金及び預金 6,323

受取手形及び売掛金 8,563

投資有価証券  

　その他有価証券のうち満期があるもの  

　(1)債券(社債) ―

　(2)その他 ―

合計 14,887
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(平成27年６月30日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 522 331 190

  債券    

　　社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 522 331 190

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 ― ― ―

  債券    

　　社債 25 25 ―

  その他 ― ― ―

小計 25 25 ―

合計 547 356 190
 

(注) 　非上場株式(連結貸借対照表計上額11百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度(平成28年６月30日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 238 167 70

  債券    

　　社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―　

小計 238 167 70

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 146 167 △21

  債券    

　　社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 146 167 △21

合計 384 335 49
 

(注) 　非上場株式(連結貸借対照表計上額34百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

　前連結会計年度(平成27年６月30日)

　

 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

  買建     

    米ドル 679 ― 31 31

 オプション取引     

 売建・買建     

    米ドル 344 ― 114 114

合計 1,023 ― 145 145
 

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

２　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　当連結会計年度(平成28年６月30日)

　

 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

  買建     

    米ドル 1,099 ― △74 △74

 オプション取引     

 売建・買建     

    米ドル 613 ― △22 △22

合計 1,713 ― △96 △96
 

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

２　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

　前連結会計年度(平成27年６月30日)

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(百万円)

契約額のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理

為替予約取引

外貨建予定取引等
の一部

   

  買建    

    米ドル 1,227 ― 42

 オプション取引    

 売建・買建    

     米ドル 8,535 1,859 1,344

合計 9,763 1,859 1,387
 

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。
２　時価の算定方法
　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　当連結会計年度(平成28年６月30日)

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(百万円)

契約額のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理

為替予約取引

外貨建予定取引等
の一部

   

  買建    

    米ドル 694 ― △28

 オプション取引    

 売建・買建    

     米ドル 7,119 3,627 △292

合計 7,814 3,627 △321
 

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。
２　時価の算定方法
　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は,確定拠出年金制度を採用しております。

　

２　退職給付費用に関する事項

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

確定拠出年金への掛金支払額 50 51
 

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当連結会計年度
(平成28年６月30日)

繰延税金資産(流動)   

 たな卸資産評価損 161百万円 166百万円

 売上値引 214 203

 未払費用 97 146

 繰延ヘッジ損失 ― 104

 繰越欠損金 3 14

 その他 466 467

   繰延税金資産小計 944 1,103

   評価性引当額 △277 △349

   繰延税金資産合計 666 754

繰延税金負債(流動)   

 繰延ヘッジ利益 △451百万円 △4百万円

 在外関係会社の留保利益 △124 △92

 その他 △2 △2

   繰延税金負債合計 △577 △98

 繰延税金資産の純額 88 655

繰延税金資産(固定)   

 減価償却限度超過額 302百万円 299百万円

 保証修理費 134 143

 役員退職慰労引当金 35 33

 リサイクル費用引当金 105 95

 製品保証引当金 19 13

　繰越欠損金 56 26

 その他 167 203

   繰延税金資産小計 820 816

   評価性引当額 △565 △550

   繰延税金資産合計 255 266

繰延税金負債(固定)   

 固定資産圧縮積立金 △109百万円 △104百万円

 その他 △27 △15

   繰延税金負債合計 △136 △119

 繰延税金資産の純額 118 146
 

 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当連結会計年度
(平成28年６月30日)

法定実効税率 35.4％ 32.8％

(調整)   

評価性引当額の増減 10.7％ 2.7％

均等割 1.1％ 1.2％

研究開発促進税制による税額控除 △5.1％ △5.0％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

3.8％ 4.7％

その他 △1.0％ △1.7％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

44.8％ 34.7％
 

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
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　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は前連結会計年度の

32.06％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年７月１日から平成30年６月30日までのものは30.69％、平成

30年７月１日以降のものは30.46％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は38百万円減少し、法人税等調整

額が37百万円、その他有価証券評価差額金が０百万円それぞれ増加し、繰延ヘッジ損益が２百万円減少しておりま

す。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前連結会計年度(自　平成26年７月１日　至　平成27年６月30日)

当社グループの事業はデジタル家電周辺機器の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は

記載しておりません。

 

　　当連結会計年度(自　平成27年７月１日　至　平成28年６月30日)

当社グループの事業はデジタル家電周辺機器の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報

は記載しておりません。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成26年７月１日　至　平成27年６月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

 メモリ ストレージ 液晶 周辺機器 特注製品 その他 合計

外部顧客への売上高 2,882 12,991 9,099 7,771 1,482 6,949 41,177
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム㈱ 11,014　 ―

㈱ヤマダ電機 5,876　 ―
 

 

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

60/82



 

当連結会計年度(自　平成27年７月１日　至　平成28年６月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

 メモリ ストレージ 液晶 周辺機器 特注製品 その他 合計

外部顧客への売上高 2,495 12,669 10,295 7,227 621 11,637 44,946
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム㈱ 12,169 ―

㈱ヤマダ電機 4,911 ―
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目

前連結会計年度

(自　平成26年７月１日

至　平成27年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成27年７月１日

至　平成28年６月30日)

１株当たり純資産額 1,678円31銭 1,588円87銭

１株当たり当期純利益金額 69円02銭 66円39銭
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　株主資本において自己株式として計上されている日本マスタートラスト信託銀行（株式付与ＥＳＯＰ信託

口）が所有する当社株式は、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する

自己株式数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式

数に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計年度末83,540

株、当連結会計年度末99,000株であり、１株当たり純資産額の算定上控除した当該自己株式の期末株式数は

前連結会計年度末99,000株、当連結会計年度末99,000株であります。

３　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目

前連結会計年度

(自　平成26年７月１日

至　平成27年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成27年７月１日

至　平成28年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益

(百万円)
883 849

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益(百万円)
883 849

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,793 12,793
 

 

４ １株当たりの純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成27年６月30日)

当連結会計年度

(平成28年６月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 21,509 20,386

普通株式に係る期末の純資産額(百

万円)
21,471 20,327

差額の主な内訳(百万円)   

　非支配株主持分 37 59

普通株式の発行済株式数(千株) 14,839 14,839

普通株式の自己株式数(千株) 2,045 2,045

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
12,793 12,793

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 500 ― ― ―

合計 500 ― ― ―
 

(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 9,516 21,741 33,984 44,946

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 112 497 932 1,334

親会社株主に帰属す
る四半期(当期)純利
益金額

(百万円) 47 333 590 849

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 3.73 26.08 46.19 66.39
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額

(円) 3.73 22.34 20.11 20.20
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,726 4,572

  受取手形 238 212

  売掛金 ※1  7,802 ※1  7,842

  有価証券 25 ―

  商品及び製品 6,521 5,855

  原材料及び貯蔵品 1,156 1,059

  前払費用 89 87

  繰延税金資産 192 717

  関係会社貸付金 ※1  200 ―

  デリバティブ債権 1,536 28

  未収入金 ※1  31 ※1  43

  その他 ※1  127 ※1  156

  貸倒引当金 △2 △15

  流動資産合計 20,646 20,559

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 800 749

   構築物 7 5

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 115 86

   土地 2,880 2,880

   有形固定資産合計 3,803 3,722

  無形固定資産   

   ソフトウエア 186 220

   電話加入権 11 11

   その他 0 0

   無形固定資産合計 198 232

  投資その他の資産   

   投資有価証券 533 419

   関係会社株式 977 965

   長期前払費用 43 39

   繰延税金資産 118 146

   保証金 114 112

   保険積立金 498 501

   その他 10 10

   投資その他の資産合計 2,296 2,195

  固定資産合計 6,298 6,150

 資産合計 26,944 26,709
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 695 830

  買掛金 ※1  2,626 ※1  3,007

  短期借入金 500 ―

  未払金 ※1  655 ※1  578

  未払費用 409 549

  未払法人税等 413 380

  未払消費税等 199 51

  前受金 25 29

  預り金 12 12

  前受収益 1,197 1,348

  デリバティブ債務 3 445

  ポイント引当金 6 4

  その他 20 15

  流動負債合計 6,766 7,251

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 110 110

  リサイクル費用引当金 327 312

  製品保証引当金 58 44

  株式給付引当金 21 43

  資産除去債務 16 16

  その他 22 23

  固定負債合計 557 551

 負債合計 7,324 7,803

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,588 3,588

  資本剰余金   

   資本準備金 1,000 1,000

   その他資本剰余金 3,242 3,242

   資本剰余金合計 4,242 4,242

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 231 235

    別途積立金 10,600 11,500

    繰越利益剰余金 1,096 817

   利益剰余金合計 11,927 12,552

  自己株式 △1,237 △1,237

  株主資本合計 18,521 19,146

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 162 34

  繰延ヘッジ損益 936 △274

  評価・換算差額等合計 1,099 △239

 純資産合計 19,620 18,906

負債純資産合計 26,944 26,709
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成26年７月１日
　至 平成27年６月30日)

当事業年度
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 ※1  39,739 ※1  42,733

売上原価 ※1  33,188 ※1  35,508

売上総利益 6,550 7,224

販売費及び一般管理費 ※2  5,697 ※2  6,275

営業利益 852 949

営業外収益   

 受取利息 ※1  1 ※1  2

 受取配当金 ※1  365 ※1  167

 仕入割引 81 64

 為替差益 349 50

 その他 ※1  64 ※1  79

 営業外収益合計 864 364

営業外費用   

 支払利息 2 0

 売上割引 112 119

 その他 ※1  5 ※1  4

 営業外費用合計 119 124

経常利益 1,596 1,189

特別利益   

 関係会社株式売却益 ― ※1  56

 特別利益合計 ― 56

特別損失   

 会員権評価損 0 ―

 特別損失合計 0 ―

税引前当期純利益 1,595 1,245

法人税、住民税及び事業税 520 496

法人税等調整額 56 △42

法人税等合計 576 454

当期純利益 1,019 792
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成26年７月１日
至　平成27年６月30日)

当事業年度
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  25,978 90.5 25,344 91.0

Ⅱ　労務費  768 2.7 802 2.9

Ⅲ　経費 ※１ 1,943 6.8 1,699 6.1

　　当期総製造費用  28,690 100.0 27,846 100.0

　　期首仕掛品たな卸高  5  ―  

　　合計  28,695  27,846  

　　期末仕掛品たな卸高  ―  ―  

　　他勘定振替高 ※２ 1,027  1,031  

　　当期製品製造原価  27,668  26,815  
 

 

(注)  ※１  主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度(百万円)

(自　平成26年７月１日
至　平成27年６月30日)

当事業年度(百万円)
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

外注費 836 704

ロイヤリティ 556 373

減価償却費 131 144

支払手数料 170 185
 

 

※２  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。
 

項目
前事業年度(百万円)

(自　平成26年７月１日
至　平成27年６月30日)

当事業年度(百万円)
(自　平成27年７月１日
至　平成28年６月30日)

研究開発費 1,020 1,021

広告宣伝費 6 9

計 1,027 1,031
 

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算の方法は、総合原価計算による実際原価計算を、特注品については個別原価計算を採用しており

ます。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年７月１日　至 平成27年６月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,588 1,000 3,228 220 9,100 1,779

当期変動額       

剰余金の配当      △191

当期純利益      1,019

税率変更に伴う固定

資産圧縮積立金の増

加

   11  △11

固定資産圧縮積立金

の取崩
   △0  0

別途積立金の積立     1,500 △1,500

自己株式の取得       

自己株式の処分   14    

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― 14 10 1,500 △683

当期末残高 3,588 1,000 3,242 231 10,600 1,096
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

当期首残高 △1,222 17,693 67 259

当期変動額     

剰余金の配当  △191   

当期純利益  1,019   

税率変更に伴う固定

資産圧縮積立金の増

加

 ―   

固定資産圧縮積立金

の取崩
 ―   

別途積立金の積立  ―   

自己株式の取得 △73 △73   

自己株式の処分 59 73   

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  95 677

当期変動額合計 △14 827 95 677

当期末残高 △1,237 18,521 162 936
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 当事業年度(自 平成27年７月１日　至 平成28年６月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,588 1,000 3,242 231 10,600 1,096

当期変動額       

剰余金の配当      △167

当期純利益      792

税率変更に伴う固定

資産圧縮積立金の増

加

   4  △4

固定資産圧縮積立金

の取崩
   △0  0

別途積立金の取崩     900 △900

自己株式の取得       

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― ― 4 900 △279

当期末残高 3,588 1,000 3,242 235 11,500 817
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

当期首残高 △1,237 18,521 162 936

当期変動額     

剰余金の配当  △167   

当期純利益  792   

税率変更に伴う固定

資産圧縮積立金の増

加

 ―   

固定資産圧縮積立金

の取崩
 ―   

別途積立金の取崩  ―   

自己株式の取得 △0 △0   

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △128 △1,210

当期変動額合計 △0 624 △128 △1,210

当期末残高 △1,237 19,146 34 △274
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

   (１)子会社株式及び関連会社株式

           移動平均法による原価法

   (２)その他有価証券

     時価のあるもの

           決算日の市場価格等に基づく時価法

           (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

     時価のないもの

           移動平均法による原価法

 

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

   時価法

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

   商品、製品、仕掛品及び原材料

     総平均法による原価法

     (貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

 

４　固定資産の減価償却の方法

   (１)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は下記の通りであります。

建物　　　　　　　　５～50年

工具、器具及び備品　２～20年

   (２)無形固定資産(リース資産を除く)

       定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法を採用して

おります。

 

５　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
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６　引当金の計上基準

   (１)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

   (２)ポイント引当金

顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額を計上しておりま

す。

 

   (３)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、平成17年９月28日開催の定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、同日までの役

員の在任期間に対する退職慰労金を支給することとしております。これにより同日以降の役員退職慰労引当金の

繰入は行っておりません。

　

   (４)リサイクル費用引当金

リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の支出に備えるため、売上台数を基準として支出見込額を計上して

おります。

　

   (５)製品保証引当金

製品販売後に発生する保証修理費用に備えるため、過去の実績に基づき発生見込額を計上しております。

　

   (６)株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に

基づき株式給付引当金を計上しております。

　

７　ヘッジ会計の方法

 　(１)ヘッジ会計の方法

       通貨オプション、為替予約に係る評価損益は、繰延ヘッジ処理によっております。

　

　　(２)ヘッジ手段とヘッジ対象

     　＜ヘッジ手段＞　通貨オプション、為替予約

     　＜ヘッジ対象＞　外貨建予定仕入取引の一部

　

 　 (３)ヘッジ方針

取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づき、外貨建取引の為替変動によるリスクの軽減・相殺を

目的として、ヘッジを行うことを原則としております。なお、取引の契約先は信用度の高い銀行等に限定されて

おり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

　

　　(４)ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ方針に従い、通貨オプションについては、オプ

ション価格の変動額とヘッジ対象の時価変動額を比較して判定しております。為替予約については、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動額を比較して判定しております。

　

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

       消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正による減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表への影響額は軽微であります。

 
(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結財務諸表「注記事項（追加情

報）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

短期金銭債権 206百万円 15百万円

短期金銭債務 929百万円 869百万円
 

 

　２　保証債務

　関係会社の仕入先に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

國際艾歐資訊股份有限公司 14百万円 ―百万円

うち外貨建 12万ドル(14百万円） ―万ドル(―百万円）
 

 

(損益計算書関係)

　※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当事業年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

売上高 6百万円 1百万円

仕入高等 15,842百万円 15,378百万円

営業取引以外の取引高 385百万円 230百万円
 

 

　※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額(△は戻入額)並びにおおよその割合は、次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

(自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日)

当事業年度
(自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日)

給料手当・賞与 1,596百万円 1,716百万円

荷造運賃 575百万円 694百万円

研究開発費 1,020百万円 1,031百万円

ポイント引当金繰入額 △3百万円 △2百万円

製品保証引当金繰入額 △33百万円 △9百万円
 

　

おおよその割合

販売費 40％ 40％

一般管理費 60％ 60％
 

 

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
  (単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

子会社株式 697 697

関連会社株式 280 268

計 977 965
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

繰延税金資産(流動)   

 たな卸資産評価損 161百万円 162百万円

 売上値引 214 200

 未払費用 97 141

 繰延ヘッジ損失 ― 104

 その他 448 461

   繰延税金資産小計 920 1,069

   評価性引当額 △277 △348

   繰延税金資産合計 643 721

繰延税金負債(流動)   

 繰延ヘッジ利益 △451 △4

   繰延税金負債合計 △451 △4

 繰延税金資産の純額 192 717

繰延税金資産(固定)   

 減価償却限度超過額 302百万円 299百万円

 保証修理費 134 143

 役員退職慰労引当金 35 33

 関係会社株式評価損 59 47

 リサイクル費用引当金 105 95

 製品保証引当金 19 13

 その他 167 203

   繰延税金資産小計 824 837

   評価性引当額 △569 △571

   繰延税金資産合計 255 266

繰延税金負債(固定)   

 固定資産圧縮積立金 △109百万円 △104百万円

 その他 △27 △15

   繰延税金負債合計 △136 △119

 繰延税金資産の純額 118 146
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当事業年度

(平成28年６月30日)

法定実効税率 35.4％ 32.8％

(調整)   

評価性引当額の増減 6.9％ 5.1％

均等割 1.0％ 1.3％

研究開発促進税制による税額控除 △4.9％ △5.3％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

3.7％ 4.9％

その他 △6.0％ △2.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

36.1％ 36.4％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は前事業年度の32.06％か

ら、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年７月１日から平成30年６月30日までのものは30.69％、平成30年７月１

日以降のものは30.46％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は38百万円減少し、法人税等調整

額が37百万円、その他有価証券評価差額金が０百万円それぞれ増加し、繰延ヘッジ損益が２百万円減少しておりま

す。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却累計
額

(百万円)

有形固定資産       

　建物 800 4 ― 54 749 2,188

　構築物 7 ― ― 1 5 137

　車両運搬具 0 ― ― 0 0 3

　工具、器具及び備品 115 100 0 130 86 860

　土地 2,880 ― ― ― 2,880 ―

有形固定資産計 3,803 105 0 186 3,722 3,190

無形固定資産       

　ソフトウェア 186 87 ― 52 220 ―

　電話加入権 11 ― ― ― 11 ―

　その他 0 ― ― 0 0 ―

無形固定資産計 198 87 ― 52 232 ―
 

 

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2 15 2 15

ポイント引当金 6 4 6 4

役員退職慰労引当金 110 ― ― 110

リサイクル費用引当金 327 40 55 312

製品保証引当金 58 6 20 44

株式給付引当金 21 22 ― 43
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

 

　　取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故
その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
　　http://www.iodata.jp/

 
株主に対する特典 なし

 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第40期(自　平成26年７月１日　至　平成27年６月30日)平成27年９月28日北陸財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第40期(自　平成26年７月１日　至　平成27年６月30日)平成27年９月28日北陸財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第41期第１四半期(自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日)平成27年11月13日北陸財務局長に提出。

第41期第２四半期(自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日)平成28年２月12日北陸財務局長に提出。

第41期第３四半期(自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日)平成28年５月12日北陸財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書

平成28年９月28日北陸財務局長に提出。

 
(5) 確認書の訂正確認書

第41期第３四半期(自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日)平成28年５月13日北陸財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成28年９月27日
 

　

株式会社 アイ・オー・データ機器

取締役会 御中
 

　

　

有限責任監査法人 トーマツ  
 

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   陸   田   雅   彦   ㊞

   
 

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   髙   村   藤   貴   ㊞

   
 

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・オー・データ機器の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アイ・オー・データ機器及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アイ・オー・データ

機器の平成28年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。　

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社アイ・オー・データ機器が平成28年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

　　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

　

平成28年９月27日
 

　

株式会社 アイ・オー・データ機器

取締役会 御中
 

　

有限責任監査法人　トーマツ  
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   陸   田   雅   彦   ㊞

   
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   髙   村   藤   貴   ㊞

   
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・オー・データ機器の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第41期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アイ・オー・データ機器の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

　　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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